
⑴
特
色
あ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

　
市
独
自
の
基
準
を
設
定
で
き
る
範

囲
が
広
が
る
な
ど
、
地
域
の
特
色
や

市
民
の
皆
さ
ん
の
ニ
ー
ズ
な
ど
に
応

じ
た
、
特
色
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推

進
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り

ま
す
。

例
：
屋
外
広
告
物
条
例
の
制
定
な
ど

⑵
行
政
事
務
の
迅
速
化

　
地
域
の
実
情
を
熟
知
し
た
市
が
事

業
者
の
登
録
や
取
消
な
ど
を
行
う
こ

と
で
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
な
対
応
や
、

迅
速
で
き
め
細
か
な
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

例
：
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住

宅
事
業
の
登
録
な
ど

⑶
市
政
の
信
頼
性
の
向
上

　
市
の
組
織
に
属
さ
な
い
外
部
の
専

門
家
に
よ
る「
包
括
外
部
監
査
制
度
」

を
導
入
・
実
施
す
る
こ
と
で
、
市
の

監
査
機
能
の
専
門
性
や
独
立
性
を
強

化
し
、
市
政
の
信
頼
性
や
透
明
性
を

さ
ら
に
高
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

⑷
市
全
体
の
活
性
化

　
県
南
部
の
中
核
的
な
拠
点
都
市
と

し
て
の
魅
力
や
知
名
度
が
向
上
し
、イ 

メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
が
図
ら
れ
る
こ
と
で
、 

交
流
人
口
の
増
加
や
イ
ン
フ
ラ
の
整

備・促
進
が
図
ら
れ
る
と
と
も
に
、企

業
誘
致
の
促
進
な
ど
に
よ
る
地
域
経

済
の
活
性
化
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

 

問  人事課 　25−3291０８
２３

　平成 27年 4月に改正地方自治法が施行され、「中核市」指定の人口要件が 30万人から 20万人
に引き下げられました。これを受け、市では、市民サービスのさらなる向上を目指すため、これま
での「施行時特例市」から「中核市」への移行に向け準備を進めてきました。
　平成 27年 12月 2日に中核市指定に関する政令が公布され、平成 28年 4月、全国で 46番目（長
崎県佐世保市と同時）の中核市「呉」が誕生することになりました。

　

全
国
に
は
大
小
さ
ま
ざ
ま
な
人
口

規
模
の
市
町
村
が
あ
り
ま
す
が
、こ
れ

ら
の
市
に
は
、政
令
指
定
都
市
を
除

き
、ほ
と
ん
ど
同
じ
よ
う
な
事
務
権
限

し
か
認
め
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

　
こ
う
し
た
中
、
一
定
の
人
口
規
模

や
面
積
を
有
す
る
市
の
事
務
権
限
を

強
化
し
、
き
め
細
か
な
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
や
地
域
の
実
情
に
あ
っ
た

ま
ち
づ
く
り
の
展
開
な
ど
、
で
き
る

限
り
住
民
の
身
近
な
と
こ
ろ
で
行
政

を
行
な
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す

る
た
め
に
、
平
成
７
年
に
創
設
さ
れ

た
都
市
制
度
が
中
核
市
制
度
で
す
。

　
中
核
市
は
、
政
令
指
定
都
市
に
次

ぐ
事
務
権
限
を
も
つ
都
市
で
、
全
国

で
45
市
が
指
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
県
内
で
は
福
山
市
が
中
核
市
に
指

定
さ
れ
て
お
り
、
呉
市
は
県
内
で
２

番
目
の
中
核
市
と
な
り
ま
す
。

私
た
ち
の
く
ら
し
に
ど
ん
な

メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
の
で
し
ょ
う

　

中
核
市
に
移
行
す
る
と
、
こ
れ

ま
で
県
が
担
っ
て
き
た
民
生
や
都

市
計
画
・
建
設
な
ど
に
関
す
る
多

く
の
事
務
や
権
限
が
新
た
に
移
譲

さ
れ
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
県
と
市
に
関
連
す

る
事
務
が
一
元
化
さ
れ
、
行
政
サ

ー
ビ
ス
を
よ
り
迅
速
に
、
よ
り
身

近
で
提
供
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

す
。

特
例
市
よ
り
も

事
務
権
限
が
大
き
い
中
核
市

移
行
の
メ
リ
ッ
ト

　
中
核
市
指
定
の
人
口
要
件
が
30
万

人
か
ら
20
万
人
に
引
き
下
げ
ら
れ
た

こ
と
を
受
け
、
平
成
26
年
11
月
に
市

長
が
中
核
市
へ
の
移
行
を
正
式
に
表

明
し
ま
し
た
。

　
以
降
、
市
議
会
で
の
関
連
議
案
の

可
決
や
県
知
事
へ
の
中
核
市
指
定
の

同
意
申
し
入
れ
、
総
務
大
臣
へ
の
中

核
市
指
定
の
申
出
な
ど
の
諸
手
続
を

経
て
、昨
年
12
月
に
中
核
市
指
定
に
関

す
る
政
令
が
公
布
さ
れ
、中
核
市「
呉
」

の
誕
生
が
正
式
に
決
定
し
ま
し
た
。

平成 26 年 5 月 改正地方自治法の制定（中核市指定の人口要件の引き下げ）
11 月 市長が中核市への移行を表明（市議会総務委員会）
12 月 市長から県知事へ中核市指定に向けての協力要請

平成 27 年 4 月 改正地方自治法の施行
7 月 市議会 6 月定例会で中核市の申出議案可決
9 月 市長から県知事へ中核市指定の同意を申し入れ

10 月
　

県知事から中核市指定申出の同意書を受領
市長から総務大臣に中核市指定を申出

12 月
　

中核市指定に関する政令公布
市議会 12 月定例会で中核市移行に係る関連条例議案可決

平成 28 年 4 月 中核市移行

４月から 中核市「呉」が誕生
～市役所がより便利に身近に～

移
行
ま
で
の
道
の
り

▲高市総務大臣に中核市指定を申出
（平成 27 年 10 月）

▲湯崎知事へ中核市指定の同意を申し入れ
（平成 27 年 9 月）

指定
都市

施行時特例市※

一般市

中核市

中核市は、政
令指定都市に
次ぐ事務権限
をもつ都市

事
務
権
限

大

小
※施行時特例市 ･･･ 改正地方自治法の施行時
（平成27年4月1日）に「特例市」の指定を受
けていた市は、「施行時特例市」となりました。

市政だより 平成28年4月号



Ｑ
中
核
市
に
な
る
と
市
の
名
前
や

住
所
、
電
話
番
号
な
ど
は
変
わ
り
ま

す
か
？

Ａ
市
の
名
前
や
住
所
、
電
話
番
号

な
ど
は
変
更
あ
り
ま
せ
ん
。

Ｑ
中
核
市
に
な
る
と
窓
口
が
変
わ

る
手
続
き
が
あ
り
ま
す
か
？

Ａ
母
子・父
子・寡
婦
福
祉
資
金
の
貸 

し
付
け
な
ど
、新
た
に
市
が
窓
口
に

な
る
手
続
き
が
あ
り
ま
す
。詳
し
く

は
15
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

Ｑ
業
務
が
増
え
る
こ
と
で
、
市
の

財
政
へ
の
影
響
は
な
い
の
で
す
か
？

Ａ
市
が
新
た
に
行
う
事
務
に
必
要

な
経
費
に
つ
い
て
は
、
国
か
ら
交
付

さ
れ
る
地
方
交
付
税
で
賄
わ
れ
る
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

Ｑ
移
譲
事
務
の
受
け
入
れ
体
制
は

万
全
で
す
か
？

Ａ
専
門
的
な
知
識
が
必
要
な
業
務

に
つ
い
て
は
、
県
と
連
携
し
、
各
種

研
修
の
実
施
に
よ
る
職
員
の
資
質
向

上
や
事
務
の
円
滑
な
引
継
ぎ
な
ど
、

移
行
後
の
事
務
が
的
確
に
実
施
で
き

る
よ
う
準
備
を
進
め
て
い
ま
す
。

も
っ
と
知
り
た
い
　
中
核
市

特定不妊治療費
申請がより身近で便利に

　医療保険が適用されない特定不妊治療を受けた場合
の費用の一部助成の申請窓口が、県から市に変更され、
申請などの手続きがより身近で便利になります。

保健・衛生

「地域のリーディングシティとして ワンランク上のまちづくりを目指します」
　地方自治体を取り巻く情勢は、地方分権の進展や、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく地方創生
の推進などにより、その権限・裁量が拡大され、基礎自治体としての行政能力がより一層問われてき
ています。
　この中核市移行を機に、新たに移譲される事務権限を最大限活用し、市民の皆さんへより質の高い、
きめ細かな行政サービスを提供します。
　また、地域のリーディングシティとして、独自性・創造性を発揮した、ワンランク上のまちづくり
を推進することで、市民の皆さんが誇りと愛着を持てる「新呉市」を構築していきます。

福  祉

環境・まちづくり 都市計画・建設

ニーズに合った的確な対応
サービス付き高齢者向け住宅事業

　一定のバリアフリー構造を備え、安否確認などのサー
ビスを提供する住まいを登録し、高齢者の安心・安全な住
まいを確保する「サ
ービス付き高齢者
向け住宅事業」。
　４月からは、地
域の実情を熟知
する市が登録や
検査などの事務
を行うことで、よ
りニーズに合っ
た的確な対応が
可能になります。

母子・父子・寡婦福祉資金
貸付けがよりスムーズに
　現在、市が相談や受け付けの窓口となり、県が審査や
貸し付けを行っている母子・父子・寡婦福祉資金の貸付
事務は、４月からは市が受け付けから貸し付けまでの
全てを行うことになり、よりスムーズになります。

豊かな自然や
歴史的な町並みなど

地域特性を生かした景観形成
　現在、県からの移譲を受
けて市が実施している屋外
広告物に関する事務につい
て、４月からは市が独自に
屋外広告物に関する条例や
ガイドラインなどを制定し
実施することになります。
　これにより、豊かな自然
や歴史的な町並みなど、市
ならではの地域特性を生か
した景観形成を進めること
ができます。

中核市になると
ここが変わる！

人事課 行政管理グループ
課長補佐　荻野　晋

市政だより 平成28年4月号


